

















域の中で 167 位（「ビジネス環境の現状 2016：質と効率の評価 (Doing Business
2016:Measuring Quality and Efficiency) 」、2015 年 10 月 27 日発表）１）であり、依然とし
てビジネス環境は厳しいミャンマーだが、新たな生産拠点の魅力に加えて、人口





のミャンマー進出について概観した上で、2015 年 2 月と 3 月に行った韓国企業




















1988 年末まで計 59 件に過ぎない。投資品目も単純縫製中心の初歩的段階に留ま
る。第 2 段階の繊維・衣類産業の海外進出成長期（1980 年代末～1994 年）は、国
内産業の高賃金趨勢の拡散及び先進国の輸入規制の強化、地域保護主義の強化な
ど対内外的に厳しい生産環境の克服のための手段として海外進出が本格化した。















２）ムン・ナムチョル「韓国の繊維・衣類産業の海外生産立地の動態性」『国土地理学会誌』第 37 巻 4 号、








当時のミャンマー政府傘下の UMEHL (Union of Myanmar Economics Holdings Limited)
社との合弁で男女衣類製品の縫製工場を立ち上げたのが最も古い（東亜日報、
1990 年 3 月 21 日付）。大宇縫製社も UMEHL 社との合弁で設立した縫製工場を




きな痛手となった。1990 年から 2002 年の間、ミャンマー縫製産業の規模は 55
倍にまで発展し、1990 年代末から 2001 年までの最盛期において、企業数約 400
社、雇用者数約 30 万人以上を擁したといわれている７）。しかし、このような米
国の経済制裁措置の動きを受けて、2005 年 6 月基準でミャンマーの縫製企業は
約 200 社に減少した８）。
ミャンマー現地の韓国企業も米国の対ミャンマー経済制裁措置を受けて混乱に
直面した。ミャンマー現地の韓国縫製業協議会によると、2003 年 8 月末時点で








究所、2006 年 9 月 28 日、2 頁。
８）KOTRA 海外市場情報「ミャンマー縫製産業、ヨーロッパや日本市場開発に注力」、2006 年 3 月 23
日。（韓国語）
９）KOTRA 海外市場情報「ミャンマー内の韓国縫製企業の撤退」、2003 年 9 月 5 日。（韓国語）
会社名                                 進出形態      進出年度      従業員数       親企業名
世界物産                                    合弁           1990            800        SGWICUS
大宇縫製                                    合弁           1991           2,700        大宇インターナショナル
Jewoo                                        独資           1996           1,300        Stylus
Haewae                                      独資           1998            750        Haewae
太平洋物産                                 独資           1999            840        太平洋物産
Myanstar                                    独資           2001           3,200        Myanstar
SSTS                                        独資           2011           6,160        新星通商
E-Land                                      独資           2011           3,000        E-Land










ミャンマー縫製業協会（MGMA）の登録会員社数（2013 年）は 273 社であり、韓

















今回、2015 年 2 月と 3 月に 2 回の現地調査（ヤンゴン地域）を行い 5 社の経営
者から人材育成についてのアンケートとヒアリングを実施した。調査の概要は表
2 と表 3 のとおりであるが、ここでは表 2 の縫製業 3 社（A・B・C 社）の人材育成
について、その現状をまとめる。
企業の設立は 3 社全てが 2000 年以降の設立であり、出資形態は単独出資であ
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る。主な進出目的は 1 番目に安価な労働力、2 番目に第三国への輸出という点も

















している。このように語学力を 2 社が一番目に挙げており、1 社が二番目に挙げ
ている。日本語は日本との取引が多いことがその背景にある。
コア人材の最終決定は 3 社全てが現地会社の社長・役員が行っている。決定時
期は A 社は入社１年以内、B 社は会社に対する理解が深まり発展の方向の模索
が可能であるとして入社後 3－5 年を考えている。C 社は職種が決まっているの
で入社時の決定が可能であるとしている。














































































































カー 50 人）、管理職 74 人（韓国
人 2 人）






























































































































































































300 人（内ホワイトカラー・ワーカー 15 人）、管理

































































































する研究」『韓国衣類学会誌』第 34 巻第 9 号（2010 年 9 月）。（韓国語）




する示唆点」『通商情報研究』第 13 巻 4 号（2011 年 12 月）。（韓国語）
「中小企業のミャンマー市場開拓方案研究」韓国輸出入銀行海外経済研究所、2013 年 8 月。（韓
国語）
工藤年博「米国経済制裁によるミャンマー縫製産業への影響──苦しむのは誰か？」アジア経
済研究所、2006 年 9 月 28 日。
堀江正人「ミャンマー経済の現状と今後の展望──動き出したアジアのラスト・フロンティア」
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、2015 年 6 月 1 日。
鈴木岩行・谷内篤博編『インドネシアとベトナムにおける人材育成の研究』八千代出版、2010｡
韓国貿易協会：http://www.kita.net/
大韓貿易投資振興公社（KOTRA）：http://www.kotra.or.kr/
［HWANG Palsu］
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